
3 課税の根拠

5 督促手数料

この税は，地方税法，高松市市税条例および香川県税条例の規定により，平成
25年1月1日現在の住所が高松市にある人または住所はないが家屋敷，事務所等
がある人に対して課税されます。

納期限までに完納しない場合は，納期限後20日以内に督促状を発付します。
督促手数料は，督促状１通について100円を納めていただきます。

6 延滞金
納期限までに完納しない場合は，税額（1,000円未満の端数またはその全額が

2,000円未満のときは切り捨てます。）に次の割合を乗じて得た金額の延滞金を納
めていただきます。ただし，計算した延滞金が1,000円未満の場合にはその全額を
切り捨て，延滞金が1,000円以上の場合には100円未満の端数を切り捨てます。
①納期限の翌日から１か月を経過するまでの期間
年7.3パーセント（各年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法
第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４
パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントに満たない場合は，当該
商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合）
②納期限の翌日から１か月を経過する日の翌日以後の期間
　年14.6パーセント
平成26年1月1日以後の延滞金については，地方税法の改正に伴い，利率が変

更になります。
7 滞納処分

8 納 期

9 所得控除

１0 税率

１１ 税額控除等

督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納しない場合は，
滞納処分を受けることになります。
※「滞納処分」とは，地方団体の徴収金等が滞納となった場合に，滞納者の財

産　を差し押さえ，これを換価し，その換価代金をもって滞納税金等に充当する
一連　の強制徴収手続をいいます。

なお，納期限が休日その他政令で定める日のときは，その翌日が納期限になりま

4 不服申立ておよび処分の取消しの訴え
この納税通知書に記載された事項について不服がある場合は，高松市長に異議
申立てをすることができます。異議申立てができる期間は，この納税通知書の交付
日の翌日から起算して60日以内です。
また，この税の賦課決定の取消しを求める訴え（以下「処分の取消しの訴え」と
いいます。）を高松市を被告（高松市長が被告の代表者となります。）として提起する
ことができます。処分の取消しの訴えを提起できる期間は，前記の異議申立てに対
する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内です。
処分の取消しの訴えは，前記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ

提起することができないこととされていますが，以下の場合は，決定を経ないでも
処分の取消しの訴えを提起することができます。
①異議申立てがあった日から３か月を経過しても決定がないとき。②処分，処分
の執行または手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある
とき。③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるとき。
なお，異議申立て中または処分の取消しの訴え中であっても，徴収の猶予はしません。

合計課税所得金額が200万円以下の人
　次の①と②のいずれか小さい額の5パーセント（県民税2パーセント，
市民税3パーセント）に相当する金額
①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合において，同表
金額欄に掲げる金額を合算した金額　　

②合計課税所得金額（課税標準額の合計）
合計課税所得金額が200万円超の人
　次の①の金額から②の金額を控除した金額（５万円を下回る場合は５万
円）の5パーセント（県民税2パーセント，市民税3パーセント）に相当する
金額
①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合において，同表
金額欄に掲げる金額を合算した金額

②合計課税所得金額（課税標準額の合計）から200万円を控除した金額

　前年分の所得税において平成11年から18年また，平成21年から25年まで
の入居に係る住宅借入金等特別控除を受けた場合，次の①と②のいずれか
少ない金額
①所得税の住宅借入金等特別税額控除可能額のうち所得税から控除しき
れなかった金額
②所得税の課税総所得金額等の5パーセント（最高97，500円）　
※所得税額は，住宅借入金等特別税額控除適用前

　次に指定する団体に寄附する場合で，①と②のいずれか少ないほうの
金額から２千円控除した金額
　・都道府県，市区町村または特別区
　・住所地の道府県共同募金会または日本赤十字社の支部
　・香川県，高松市の条例で指定する団体
  ①寄附金支出額
  ②総所得金額等の合計額×30パーセント

第　1　期
第　2　期
第　3　期
第　4　期

平成２５年　６月 １日 ～ 平成２５年　６月３０日
平成２５年　８月 １日 ～ 平成２５年　８月３１日
平成２５年１０月 １日 ～ 平成２５年１０月３１日
平成２５年１２月 １日 ～ 平成２５年１２月３１日

項　　目 項　目控　　除　　額 控　除　額
損害金額－保険金等で補てんされる金額＝A
「A－総所得金額等の合計額×10％」と「災害関連
支出額－5万円」とのいずれか多い方の金額

一 般　    26万円
特 別　    30万円

26万円

33万円

 26万円

支払保険料全額

次の①から②を差し引いた額
（ただし，最高限度額 200万円）
 ①支払額－保険金等で補てんされる金額
 ②「総所得金額等の合計額×5％」と「10万円」との
　 いずれか少ない方の額

平成23年12月31日以前に契約したもので一般の
保険料または個人年金保険料の支払額が 
 ①15,000円以下  …………その全額
 ②15,001円～40,000円…×1/2+7,500円
 ③40,001円～70,000円…×1/4+17,500円
 ④70,001円以上 …………一律35,000円
両方ある場合は，その合計額
平成24年1月1日以降に契約したもので一般の保険
料や個人年金保険料，介護医療保険料の支払額が 
 ①12,000円以下  …………その全額
 ②12,001円～32,000円…×1/2+6,000円
 ③32,001円～56,000円…×1/4+14,000円
 ④56,001円以上 …………一律28,000円
複数ある場合はその合計額
ただし70,000円を超える場合は一律70,000円
旧契約と新契約の両方がある場合
①旧契約保険料の支払額が42,000円以下
　旧契約控除と新契約控除の合計額
　ただし28,000円を超える場合は一律28,000円
②旧契約保険料の支払額が42,001円以上
　旧契約控除の金額

雑 損

医 療 費

社会保険料

配 偶 者
特 別

寡 婦

寡 夫

勤労学生

普 通 　　26万円
特 別 　　30万円
同居特別  53万円

障 害 者

一 般       33万円
老 人       38万円

配偶者の所得により
最高33万円

扶 養

基 礎

一 般       33万円
特 定       45万円
老 人       38万円
同居老親  45万円

配 偶 者
小規模企業共済等

生命保険料
控除
（個人年金・
介護医療保
険料含む）        

地震保険料
 ①50,000円以下…………支払金額の1/2
 ②50,001円以上…………一律25,000円
旧長期保険料（期間10年以上，満期返戻金有り）
 ①5,000円以下…その全額
 ②5,001円～15,000円…×1/2+2,500円
 ③15,001円以上…………一律10,000円
両方ある場合は，その合計額
（ただし，その合計額が25,000円を超える場合
は一律25,000円）

地震保険料

（１）総合課税所得割の税率
課税標準額
一　律

市　民　税
6％

県　民　税
4％

市　民　税
3,000円

県　民　税
1,000円

（２）分離課税の税率

（３）均等割の税率

市　民　税
3 / 5

県　民　税
　2 / 5

市　民　税
3 / 5

県　民　税
　2 / 5

市 民 税 
1.6％
0.8％
0.4％

県 民 税 
1.2％
0.6％
0.3％

（5）配当割額控除額または株式等譲渡所得割額控除額

（4）寄附金税額控除

（3）住宅借入金等特別税額控除

（2）配当控除

（1）調整控除

区　分 市　民　税 県　民　税

長期譲渡所得
金額

短期譲渡所得
金額

特　　定
（優良住宅
地等）

一　　般 3% 2%

一　　般
軽　　減
上  場  分
未公開分

5.4% 3.6%
3% 2%

株式等の譲渡
所得等の金額

1.2%

1.8%

1.8%

1.2%

3% 2%
6% 4%

3% 2%

2,000万円以下の場合 2.4% 1.6%
2,000万円を超える場合，次の a と b の合計額　
　a 市民税　48万円 ・ 県民税　 32万円
　b （課税長期特定譲渡所得金額－2,000万円)
                                              ×市民税 3％ ・ 県民税 2％

軽　　課
（居住用財
産の譲渡）

6,000万円以下の場合 2.4% 1.6%
6,000万円を超える場合，次の a と b の合計額
　a 市民税　144万円 ・ 県民税　96万円
　b （課税長期軽課譲渡所得金額－6,000万円)
                                              ×市民税 3％ ・ 県民税 2％

上場株式等の配当所得金額
（分離課税を選択した配当）
先物取引に係る雑所得等の金額
山林所得金額

市 民 税
0.8％
0.4％
0.2％

県 民 税
0.6％
0.3％
0.15％

控除の種類 金額 金額
普　通
特　別

1万円
10万円

1万円
5万円
10万円

同居特別
一　般
特　別

22万円
1万円
5万円

5万円
18万円

5万円
3万円
1万円
5万円

10万円
13万円

障害者控除

寡婦控除

一　般
老　人配偶者控除

配 偶 者
特別控除

配 偶 者
合計所得寡夫控除

基 礎 控 除
勤労学生控除

控 除 の 種 類

扶 養 控 除

一　　般
特　　定
老　　人
同居老親

38万円超    40万円未満
40万円以上 45万円未満

1,000万円超の部分1,000万円以下の部分課税総所得金額等
種　　　類

利　益　の　配　当　等
私募証券
投資信託等

外貨建等証券投資信託以外
外貨建等証券投資信託

平成25年度　市民税・県民税について

合計所得が一定以上
一　律

適用の割合

市　民　税
6%

県　民　税
　4%

※市県民税の控除額と所得
税の控除額では，金額や
計算式が異なるものが
あります。
（雑損，医療費，社会保険
料，小規模企業共済等
以外の項目）

適用の割合

適用の割合 市 民 税市 民 税市 民 税市　民　税
3 / 5

県県県 民県　民民民　
2 /

両方ある場合は その両方ある場合は，その両方ある場合は，その合計額合計額合計額
（ただし その合計額（ただし その合計額（ただし，その合計額（ただし，その合計額が25 000円を超が25 000円を超が25,000円を超が25,000円を超える場合える場合える場合える場合
は 律 円）

年年かかかかかから
とと②②②②②②の

税税税税かかかか

00円円円円円）

かか少少少少少な

民民民民　　
2222 /// 

民民 税税税税
888％％％％
444％％％％
22％％％％

税税税税2222パ

にににおおおお

回回回回るるるる
ンントトトト））に

ににににおおお

を控控控控除除除

民民民民　
,000000000

33.666%%%
222%%%

1.222%%%

1.222%%%

222%%%
444%%%

222%%%

3％％％％ ・・・ 県
1.666%%%
合計計計計額額額額

万万万円円円円円)
3％％％％ ・・・ 県

　般般般般
　定定定定
　人人人人

居老老老老親親親親
万万円円円円未未未
万万円円円円未未未

00000万万万万円

民民民民　　
444%%

適用の割合適用の割合適用 割合適用の割合適用の割合

円

円

通知書番号

1市民税および県民税の合計年税額

2 徴収方法ごと内訳

円

市民税および県民税の合計年税額

徴収方法
ごと
年税額

円

給与から特別徴収
の方法によって徴収する額
公的年金から特別徴収
の方法によって徴収する額

普通徴収
の方法によって徴収する額

期 　 別
納 期 限
納 付 額 円円円円

(1)普通徴収

(3)給与からの特別徴収

(2)公的年金からの特別徴収

仮特別徴収

特別徴収

◎公的年金の支払いの際に，公的年金からその支払者が徴収します。(天引きされます。)

来年度も引き続き公的年金の支払を受ける場合は，公的年金の支払者が次の額を特別徴収の方法によって徴収することになります。
（次年度の４月・６月・８月については，原則として該当年度最終（２月）の納付額と同じ額が仮特別徴収として徴収されます。なお，仮特別徴収
額の通知はいたしません。）　

◎給与の支払いの際に,給与からその支払者が徴収します。（天引きされます。）
内訳については,給与支払者に通知していますので,支払者から明細を受けとり御確認ください。

支払者の名称 公的年金の種類

徴 収 月
特別徴収税額
徴 収 月

特別徴収税額

円 円 円

円 円 円

円 円 円
仮特別徴収

民

（配当割額・株式等譲渡所得割額が充当される場合は，充当後の納付額を表示しています。）

口座情報
金融機関名 預 金 種 目

口 座 番 号
振 替 方 法
口座名義人

◎ 個人情報保護のため口座番号の一部を「*」で表示しています。

1枚目

　あなたの市民税・県民税額を次のとおり決定したので，
通知します。

所得，控除，税額等の明細は２枚目をご覧ください。

市民税・県民税納税通知書（税額決定）

徴 収 月
特別徴収税額

平成２５年度

760-8570

0

37900

0000000001

平成２５年度分

平成２５年度分 ８９７，０００

549000

113500

234500

大西　秀人

平成２５年　６月１０日
高松市長

　第　１　期　 　第　２　期　 　第　３　期　 　第　４　期　
平成２５年１０月３１日平成２６年　１月　４日平成２５年　９月　２日平成２５年　７月　１日

169000 164000 108000 108000

高松市番町１丁目８番１５号

高松　太郎　様

厚生労働大臣　 老齢基礎年金

*99999999 999 9/9 999999 999999
*99999999 999 9/9 999999 

◎口座振替ですので，振替日（期別振替…各納期限。一括振替…第１期納期限）の前に，預貯金残高を御確認ください。

　４月

１０月
0

37800

６月

１２月
0

37800

37800 37800 37800

　８月

　４月 ６月 　８月

２月

平成２６年度分

普通
高松　太郎
期別

高松銀行　高松支店

****567

認証取得
ニュース 市民に届ける通知物をわかりやすく改善

イセトーユニバーサルデザイン・サービスイセトーユニバーサルデザイン・サービスイセトーユニバーサルデザイン・サービス
高齢化など多様性社会への対応

UCDA認証
「伝わるデザイン」

高松市 様
「市民税・県民税納税通知書」
「固定資産税納税通知書」にて

Before

難しく読みづらい通知物からの決別
ユニバーサルデザインへの配慮を基に、従来の「DC9ヒューリスティック評価法」に
加え、UCDAが新たに開発した「文章DC9ヒューリスティック評価法（語

ご

彙
い

、文法、
文意、文章の構造においても「わかりやすく」するための指標）を取り入れ、イセトー
が帳票分析、帳票デザイン制作を行いました。
高松市様では、今後も必要に応じて帳票のデザイン見直しを進めていかれます。

1型色覚・P型色弱者の見え方の例

認証の内容
市民税・県民税納税通知書（税額決定）
固定資産税納税通知書
高松市

UCDA認証 
「伝わるデザイン」

対 象 物

認証取得組織

：

：

DC9 ヒューリスティック評価法 ver.4.0

4月～6月　約25万枚

使 用 評 価
ガイドライン
発 送 予 定

：

：

イセトーユニバーサルデザイン・サービスについて、UCDAについては、裏面をご覧ください。

認証取得代行サービスご利用実績

税税税税税税税税

税税
%
%
額額額額　額　額

))
県民税 2％

民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民　
444％％％％

民民民民民　
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民税額を税額を税額を税額を税額を額を額を額を額を額を額 次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次のとおり決定次 決定したのしたのでしたのでしたのでしたのでしたのでしたので，したので，したので，したので，，

大西　秀人

平成２５年　６月１０日
高松市長After

帳票イメージは高松市のホームページからご覧いただけます。 （2013.7.5現在）
http://e-net.city.takamatsu.kagawa.jp/info/press.nsf/
（報道発表資料検索→キーワード「納税通知書」で検索！）

より多くの人に見間違えのない色彩設計をし、色弱者の方への配慮を行なった。
誤読しにくいUDフォントを使用し、読み間違いを防止。
難解な法令用語は極力使わず、簡潔でわかりやすい文章に。

認証取得のために配慮した点

を取得!
自治体初！



このパンフレットは「イセトーユニバーサルデザイン制作ガイ
ドライン」によって作成しました。見やすいユニバーサルデザイ
ンフォントを採用し、また色覚の個人差を問わず、多くの方に見
やすいようカラーユニバーサルデザインに配慮しております。

http://www.iseto.co.jp

〒604-0845

〒103-0011

〒550-0005

京都市中京区烏丸通御池上ル二条殿町552

東京都中央区日本橋大伝馬町12－12

大阪市西区西本町1－3－15

本 社

東京本社

大阪支社

■

■

■

075－255－8700（代）

03－5644－1825（代）

06－4390－8030（代）

お問い合せは、下記弊社営業担当まで

2015.12

UCDAとは
ユニバーサル コミュニケーション デザイン協会（UCDA)は、
企業･団体と生活者の間で行われる情報コミュニケーションの伝達
効率を高める研究を行っています。生活者の視点や感性を中心に
「コミュニケーション物」をとらえ直し、発信者と受信者の間に
理解と共感が得られる「見やすい、わかりやすい、伝わりやすい」
ユニバーサル コミュニケーション デザインへの変革を目指す
サービス＆ソリューションを提供している一般社団法人です。

一般社団法人 ユニバーサル
コミュニケーション デザイン協会
http://www.ucda.jp/

<当社は賛助会員＞

イセトーのユニバーサルデザイン・サービス

イセトーは、ビジネスフォームなどの評価・改善提案を反映
させたトータル・フォームマネジメントサービスを基に、ユニバー
サルデザインに配慮してUD認証取得代行サービス、UDセミ
ナー開催、UD制作サービスなど、様々なユニバーサルデザイン
関連サービスを行っています。ぜひお気軽にご相談ください。

〈ご相談から導入の流れ〉

ご相談

システム開発

運用開始

トータル・フォームマネジメントサービス

ご提案

UD 制作サービス

UD 認証取得代行サービス

UD セミナー開催サービス

イセトーユニバーサルデザイン・サービス

イセトーのUDコーディネータ、メディアUDアドバイザー
が帳票の現状分析から、認証に必要な評価項目を満たす
デザインを制作します。
認証取得するまでの各種手続きも、経験豊富な担当営業が
すべて業務代行いたします。

※認証団体の基準によって評価項目は異なります。
※この評価項目は、UCDA認証「伝わるデザイン」の場合です。

UDコーディネータやメディアUDアドバイザー
などの社内有資格者が帳票を丁寧に分析。
認証取得までお手伝いいたします！

UD 認証取得代行サービス

認証における評価項目例
1. 情報の量
2. タイポグラフィ（文字）
3. 色彩設計
4. テキスト（文意）
5. タスク
　（ユーザーに要求される仕事）

6. レイアウト
7. マーク/図表
8. 操作要素（記入・入力）
9. 使用上の問題
　（情報設計上の問題）

TEL
e-mail

03-5644-1855
suishin@iseto.co.jp

：
：

株式会社イセトー
営業企画部


